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１．一時的外国人労働者受入れ制度の問題
一時的外国人労働者受入れ制度とは，定住化を防ぎつつ外国人労働者を短期的に受入れる制度の
ことである。外国人労働者のローテーションによる受入れ方式，あるいは循環（circulation）政策
と言い換えてもよい。この一時的外国人労働者受入れ制度は，主として企業主によって示される労
働力不足による外国人労働者受入れへのニーズと，外国人労働者を自国には受入れたくないという
労働者や一般市民との強い感情的な反発との間の妥協によって成立した制度であり，外国人労働者
は一定期間就労後に，帰国することが最前提とされる。
こうした制度は世界の国々を見渡しても決して珍しい制度ではない。1960年代から1973年まで
のフランスの移民受入れ，ドイツのガストアルバイター制度（1955－73年），アメリカのブラセロ
計画（1942－64年）に見られただけでなく，現在でもアメリカでは農業労働者とIT技術者に対して，
またイギリス，ドイツ，カナダで農業労働者に対して職種限定で一時的受入れを認めている。また，
急激な経済成長下にあるスペイン，イタリアおよび台湾，韓国，シンガポール，マレーシアでは従
来の移民送出し国から移民受入れ国へ変貌し，外国人労働者の一時的受入れを行っている。
この一時的外国人受入れ制度は近年，再び世界的に注目され始めた。OECD は毎年『国際移住
展望（International Migration Outlook：略称 SOPEMI）』を発行しているが，その2008年版ではこ
の一時的外国人受入れ制度（temporary migration）をテーマとして取り上げている。これまでの
テーマとしては，数量規制の有効性，移住者の送金が果たす役割（2006年版），保健・医療従事者
の頭脳流出（2003年版，2007年版），専門職移民（2004年版），等が論じられてきた。『SOPEMI 
2008年版』では一時的移民制度というテーマが取り上げられた理由を次にように述べている。す
なわち，第１にハイテク移民の還流が送り出し国の発展にとって重要なこと，第２に一時的移民の
送金と技術移転が送り出し国にとって重要であること，第３に低熟練移民の定住化を防ぐ手段とし
て，一時的移民制度の重要性が高まったこと，の３つの要因により今後，この制度の発展が目指さ
れるべきであるという［OECD, 2008:18］。日本だけがローテーション方式をとる技能実習制度を
利用しているだけでなく，OECD加盟国の中心となっている西欧諸国でも，定住化を防ぎつつ低熟
練労働者の受け入れの必要性が高まっていることがここから推察されよう。
本稿では，日本の外国人技能実習制度を例にとりながら，これを一時的外国人受入れ制度と捉え，
それが定着し，日本社会に構造化されていく過程を検討したい。それはまた，別の側面から見ると
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日本政府の外国人単純労働者受入れ反対の基本方針が徐々に蚕食されていく過程でもある。技能実
習制度を技能移転のための制度として捉えるだけでなく―確かに技能移転の役割を果たしている
ことは否定できない―これを一時的外国人労働者受入れ制度として捉えることによって，現在の
日本の技能実習制度の持つ欠陥が，実は外国人を一時的に受入れる制度一般に共通する欠陥として
浮かび上がってこよう。日本の技能実習制度を例にとりながら，一時的移民受入れ制度の効果的あ
り方を検討するのが本稿の課題である。
２．技能実習制度の制度内容と実態
2−1　制度内容
技能実習制度は発展途上国への技能移転を目的として1993年に設立された。技能実習制度が特
定した職種に従事している外国人を受け入れ，１年間は研修生として，その後技能検定試験の基礎
２級合格後は２年間技能実習生として，合計３年間の研修・就労を行う制度である。受入れ人数総
数は決定されていないが，研修が効果的に実施されることを担保するために，いくつかの条件が設
定されている。それは以下のような条件である。
第１に，技能移転が目的であるから，来日前に就労していた職種と日本での研修を受ける職種が
同一でなければならない。この規定は研修生が単なる経済目的で来日することを防ぐ意味がある。
2008年現在では62職種114作業が認定されている。
第２に，受入れ主体は個々の企業にはなく，中小企業団体である。企業単独型で研修生・実習生
を受入れるには，受入れ会社の海外現地法人の従業員でなければならないが，そうした現地法人を
持たない中小企業でも，法に定める団体を組織すれば，こうした団体が第1次受入れ機関となって
外国人研修生を受入れることが可能である。ただし各企業受入れ人数に制限があり，常勤従業員数
50人以下企業では年間３人まで，農業を営む農協組合員，農業団体会員は年間２人までとなって
いる。その人数は企業規模が大きくなると増大し，規模51～100人以下で６人，101～200人以下で
10人，201～300人以下で15人となっている。この受入れ人数制限が事実上の数量制限であり，総
枠規制の代わりとなっている。研修生・実習生は合計で３年間滞在するので，つまりどのような小
規模企業でも，指定職種があれば２人の３年間分，計６人の研修生・実習生を受入れることが可能
となる。
第３に，研修が労働でないことを担保するために，研修生の研修時間の1／3以上は非実務研修
に当てなければならない。すなわち，日本語教育，日本の生活習慣，交通ルールなどの一般的知識
のほか，使用する材料，機械・道具の名前，安全管理，薬品名など各職場で必要とされる日本語，
基礎知識などについて職場を離れた講習（座学）を企業あるいは受入れ団体は実施し，その実施を
証明する書類を作成しなければならない。
さらに受入れ企業では，技能研修を実施できるレベルの技能者であることが証明された技能指導
員を置かなければならない。また受入れ研修生・実習生の生活管理に責任を持つ生活指導員も置か
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なければならない。前者は通常は，職場の監督者，後者は女性のベテラン事務職員や社長の奥さん
が担当している。
受入れ研修生・実習生の在留資格は，研修生は「研修生」ビザであり，技能検定試験「基礎２
級」相当以上に合格後に実習生となった場合，その在留資格は ｢特定活動」に変更される。実習生
は労働者としての地位が付与される。研修期間中は研修手当てとして１ヶ月６～７万円が支払われ
るが，寮費，食費，光熱費などの諸経費は受入れ企業負担，他方，実習生移行後は労働法の対象と
なるので最低賃金以上は支払われるものの，寮費，食費，光熱費などは自己負担となる。
2−2　受入れの現状
2−2−1　受入れ人数
研修生・実習生の受入れ人数は近年大幅に上昇している。2007年には政府関係を含め約102,000
人の研修生を受入れ，同年度の技能実習移行者数は約53,999人，前年度に技能実習生に移行した2
年目の実習生41,000人を含めると，およそ研修生・実習生合計19,6000人となり，約20万人になっ
ている。1996年の研修生受入数が45,536人であったからおよそ10年で倍増した。また技能実習移行
者数も，1997年は6,339人であったから，こちらは同期間に6.5倍となったといえる（図１参照）。
こうした伸びの背景には，技能実習制度そのものの変質と日系ブラジル人という他の外国人労働
図１　研修生新規受入れ数および技能実習移行者数の推移
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資料：研修生新規受入れ数は法務省『出入国管理統計年報』各年版より作成。
注）「在留資格　研修」で新規入国した人数であるので，企業単独型，団体管理型を問わずすべての研修生を含む。
技能実習生移行者数は JITCO白書各年版より作成。
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者の供給源の枯渇という２つの要因が考えられるが，この点は後に詳しく触れる。図２は研修生受
入れ人数が統計上で明確となった1982年以降の受入れ研修生の前年増加率と製造業の業況判断指
数との関係をグラフ化した結果である。バブル崩壊時の91－94年に受入れ研修生数が減少した事
実と業況判断のマイナスがパラレルとなって示されている。受入れ研修生数が製造業の景気に左右
されていること，すなわち研修生が労働力として受入れられていることがこの図２に示されていよ
う。
2−2−2　受入れ業種と受入れ職種
研修生・技能実習生の受入れ職種は繊維・衣服関係が多く，2006年度で研修生から技能実習生
へ移行した人は14,000人強である。技能実習制度はその設立当初から繊維関連業種の受入れがもっ
とも多かったが，近年は機械・金属関係職種での伸びが著しい。機械・金属関係職種2006年度に
初めて繊維・衣服関係職種の移行申請者数を上回り，およそ16,000人であった。2007年度の技能実
習生への移行申請書の業種別構成比は，機械・金属26.4％，繊維・衣服24.7％，食料品11.3％，建
設8.8％，農業6.7％の順である。研修生受入れ経験の長い繊維業の研修生受入れ数が機械・金属業
に追い越された理由は，技能実習制度の変質と関わりを持つものと思われる。すなわち第３期の
2000年以降になると，派遣型実習生の性格が強まるからである。また人数は4,000人程度と少ない
図２　業況判断と研修生増加率の比較
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資料：法務省『出入国管理統計年報』各年版及び日本銀行『全国企業短期経済観測調査』各年版による。
注１）業況判断指数（BCDI）は製造業経営者による回答の年平均値を利用。
業況判断指数＝経営状況が「良い」企業－「悪い」企業の数値
注２）研修生増加率は，新規入国研修生の前年比増加率。
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が，農業関係の受入れ数の伸びも顕著である。
技能実習制度の目的が技能移転であるために，受入れ認定職種は製造業と漁業・農業分野の職種
に限定されていること注目しておきたい。受入れ認定された職種を持つ中小製造業と同様に，実は
人手不足を訴える他の業種，たとえばクリーニング業や弁当製造業などでも業界内のクリーニング
作業，弁当製造作業を研修・技能実習職種として認定してほしい旨の要望が出されているが，こう
した職種で果たして技能移転のニーズがあるかどうかの疑問も出されている。単純労働者を受入れ
ないという政府方針は，受入れ職種の限定することによって何とか担保されている。
受入れ企業の規模を見ると，中小企業，しかも小零細企業が多い。2006年の技能実習実施企業
を規模別に見ると，１～９人規模が36.9％，10～19人規模が19.6％であり，この両者で６割を占め
る。300人以上規模の企業は，僅か4.3％である。日系人の多くが間接雇用で中小製造業に雇用され
ている実態と比較して1），技能実習生の場合は，より小零細規模での雇用であることがわかる。そ
の結果，どのような小規模でも年間２人の実習生を受入れることが可能であるから，日本人が製造
現場に全くいない職場で技能実習を行うという，技能移転の趣旨に反した実態も生じている。
2−2−3　送り出し国
研修生・実習生の送り出し国は，中国が中心である。2007年度の技能実習移行者の国籍をみると，
その79.4％が中国であり，ついでベトナム7.7％，インドネシア6.1％，フィリピン4.5％となって
いる。
実習生のうち中国出身者がおよそ8割を占めるのは，これまでの研修生受入れ事業が中国から出
発したという歴史的経緯によろう。しかしそれだけでなく，中国は地理的に日本に近いために往復
の渡航費を節約できること，外見が日本人と似ているために職場や受入れ地域で外国人として目立
たないこと，同じ漢字文化圏に所属するために漢字でのコミュニケーションがある程度は可能であ
ること，などの受入れ企業側のメリットが存在する。それと同時に，中国も国策として労務輸出を
強く実施して，日本語教育訓練など日本側受入れ機関の要望に沿うようなサービスを実施している
などの諸点も重要であろう。この点は後段で触れる。
2−2−4　研修生・実習生の属性
2005年度に入国した研修生は，男性30,754人，女性37,0550人で，その79.2％が29歳以下である。
男女数は2001年に逆転し，女性が男性を上回るようになった。実習生についても同様の傾向が指
摘され，2006年度技能実習移行申請者のうち，男性22,451人，女性28,565人であり，29歳以下が
76.7％を占める。女性の比率が高いこと，年齢が若いこと，という２点が重要である。受入れ先中
小零細企業の人員構成は多くの場合，少数の中高年男性従業員，中高年女性パートで成立している
から，そこに日本語が不自由な外国人といえども，若い労働力が職場に登場することが如何に重要
であるかは，いくら強調しても強調しすぎることはないだろう。伝統的に若年女性を雇用してきた
衣服及び食料品製造業が研修生受入れの35.8％（2006年度）を占める最大業種であることが，現在
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の研修生・実習生の属性に影響している。
３．第１期　技術研修生モデル期（1982年～1990年）
次にこの技能実習制度が日本に定着した経緯を，３つの時期に分けて検討しておきたい。この制
度の成立経緯にこそ，現在の技能実習制度の持つ意義と限界が示されていると思えるからだ。成立
経緯は，①研修生受入れ制度の内容，②受入れ目的，③受入れ人数，の要因を考慮して次の３つの
時期に区分した。各時期の特徴をたどることにより，技能実習制度の日本への定着過程が明らかに
されよう。
3−1　在留資格研修生の創設
日本の移民政策は原則的に未熟練労働者受入れの拒否してきたが，発展途上国からの外国人に対
する技能研修だけは，政府の政府開発援助（ODA）の一環として積極的に実施されてきた。その
主要な実施機関はJICA，AOTS，JAVDA，ILOなどであった2）。当初この人数は僅かであり，入国
に際しても「研修生」という在留資格は設置されていなかったが，1982年の出入国管理及び難民
認定法の改正によって初めて研修生資格が認められ，研修生としての入国者数が判明するようにな
った。
当時の研修生は「技術研修生」と呼ばれ，1982年の入国者数は9,973人であった（図１参照）。技
術研修生とは，「本邦の講師の機関により受け入れられて産業上の技術または技能を習得しようと
する者」として入管法上に位置づけられ，在留資格は ｢4－1－6－2」，海外からの留学生，就学生
と並ぶまさに技能習得に特化した活動に従事する者を意味した。その在留資格は「産業上の技術ま
たは技能を習得しようとする者」という定義に見られるように，活動それ自体ではなく，身分，地
位について与えるという定義であったから，「資格外就労」という後の研修生に適用されるような
不法就労のカテゴリーとは無縁であった。
この産業技術研修生はODAによる政府受入れ研修生ばかりではなく，日本企業の海外現地法人
から日本の親企業に技能習得で来日する現地従業員もその対象となった。いわゆる企業単独型研修
生といわれるカテゴリーがこれに当たる。（企業単独型という名称は，1990年に団体監理型研修制
度が発足して，それと区別するために作られたものであり，それ以前は単に技術研修生と言えばそ
れで十分だったのである。）海外に現地法人を設立できるだけの資本力やノウハウを持っていた企
業は当時において大企業に限られていたから，この企業単独型研修生は，文字通り，日本の親企業
の工場で生産現場で必要な技能を習得し，母国の現地法人で日本の生産方式を現地従業員に普及さ
せる中核的な人材だったのである。この第１期に，研修生が技術研修生という名称で呼ばれること
が多かった理由も，研修内容がほとんど製造現場の技能であったことによる。
しかし既にこの第１期の1980年代に人手不足に悩む特定産業の中小企業では，不足する若年労
働者の代替としてこの研修生制度に着目していたのである。その事例を以下に見ておこう。
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3−2　岐阜県日中友好研修生受入協同組合連合会の事例
この団体は，岐阜県の地場産業である衣服製造業関連の中小企業によって構成されている。2006
年時点で，岐阜県連絡会議56組合（611社），岐阜県連合会27組合（170社）と非常に大規模な団体
であり，早くから研修生受入れの取組みを開始した。まず，1976年に日中国交正常化によって中
国との交流が可能となると，同年に岐阜県の中小企業団体と岐阜県知事，県会議員等は日中友好使
節団を結成，北京，上海，南昌を訪問した。その後，1979年南昌代表団が岐阜を視察後，南昌市
を中心とする江西省は独自にパスポートを発行でき，研修生送り出し可能であることから，1979
年江西省からの研修生を受け入れるために中国研修生受入れ協会を設立した。1981年に研修生第
１期生48人を２年間受入れた。また1983年には第２期生受入れを15社59人行い，1985年には期間
を１年間に短縮して52人を受け入れた。この間，1982年には入管法改正により「技術研修生」と
いう在留資格が創設されて，研修生の受入れ基準が明確化されたことが受け入れ拡大に役立ってい
るであろう。
当時の研修生受入れについては，企業単独型研修生受入れの方法しかなかったので，岐阜県の中
小企業団体（当時は任意団体協会）が団体として研修生を受け入れ可能となった背景には，岐阜県
選出国会議員と法務省との特別の交渉の結果によると推察される。そして，制度上は，送り出し先
の現地に合弁企業を設立して，そこからの派遣という形で研修生を受け入れたのである。その後，
この組合には岐阜市のみならず，各務原市などの近隣の縫製企業も参加した。また受入れ団体も従
来の任意団体から，法人格をもつ協同組合で受け入れ可能となる様に関係者が働きかけ，最終的に
は中小企業庁の後押しにより法務省が研修生受入れを認可した。
その後，1990年の入管法改正後の法務大臣告知により団体監理型研修制度が認可されたことを
契機に，この団体は受け入れ団体の協同組合化を進め，1993年の技能実習制度成立後には送り出
し公司も従来の江西省以外に南昌，四川，上海，北京へと拡大し，1994年には受入れ研修生20組
合500人を超えた。その後，2005年に当時の河野法務副大臣が研修・技能実習制度廃止を提案した
ことからその廃止に対して反対活動を行い，2009年時点では技能実習制度終了後の再技能実習（２
年間）を実現するべく活動を行っている。この団体の場合は，世間に先駆けて中小企業団体で研修
生を受け入れたことにより，団体監理型研修生制度の一つのモデルとなっている。
この団体は第１期の技術研修生モデル期の典型的な事例として取り上げた。その他，金属製品製
造業としては鋳造業の川口市に設立された海研会が有名であり，この団体も1979年には中国へ視
察団を派遣し，1983年６月から研修生を受け入れている。このように各地の研修生受入れ事業は
多かれ少なかれ，団体監理型研修制度が正式に発足する以前から現地法人からの派遣という形式で
研修生を受入れていたのである。その過程をまとめると以下のような類型を描くことができよう。
3−3　技術研修生モデル期の特徴
外国人研修・技能実習制度による外国人労働者の受入れの大きな性格づけは，この制度が地場産
業である中小企業の自主努力で始まったことである。一般的には国境を越える人の移動は，国境を
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越えるために国家の専管事項であるのだが，技能実習制度は一見すると国家から遠い場所にあり，
国際関係を持たない地方の中小企業が生んだイノベーションであった。当初の外国人研修生は産業
技術研修生のカテゴリーを拡大解釈したものであり，本来の受入れ主体は政府関連機関ないしは海
外進出工場を持つ大企業に限定されていた。入管法上，海外に合弁企業をもたない中小企業では研
修生は受け入れられなかったはずである。
しかし，若年者不足に悩む中小企業はこの法の隙間に着目し，「日中友好」を旗印として研修生
を受け入れたのである。この時期に研修生受入れを行った団体が，縫製業，鋳造業，熱処理業，建
設業という典型的な中小地場産業であったことが，現在まで続く技能実習制度の特徴を形作ってい
る。すなわち，この制度において技術移転という大義と労働力受入れという実態がどれだけ乖離し
ていようと，特定の地場産業にとってこの制度は企業存続に不可欠な条件となっているのだ。たと
えば縫製業の場合，1970年代末までには地方出身の若年女性労働者を確保できなくなっていた。
他方，鋳造業や熱処理業でも大企業と比較して相対的に低い労働条件であるため若年者の確保・定
着が困難となっていた。製造部門に同じく鋳造工程を抱える日本有数の自動車産業でさえ，苦心し
て採用した若年者が都会の飲食業，サービス産業に流出してしまう時代にあって，首都圏に位置す
る中小製造業での若年者採用はほとんど望み薄であった。将来を託す若年労働者の採用難という困
難に直面した中小企業にとって，外国人研修生を利用することは，大きなイノベーションであった
といってよいだろう。送り出し機関の選定，契約交渉，受入れ態勢の準備，日中両政府への説明と
了解など，新規事業のつきまとう困難さはあらゆるイノベーションに共通する困難さでもあった3）。
そして先駆的団体によって日中経済交流として始まった中国人研修生受入れ事業は，少しずつ，
同業種，同地域の中小企業にも広がり始めた。中国側に人脈をたどりながら研修生送り出し公司を
探すこと，その上で，現地に日本側中小企業数社が合弁企業を設立し，そこの企業の従業員として
研修生を受け入れることは，入国管理法に抵触しない。こうして，制度の上でも受入れノウハウが
蓄積されて，研修生受入れが徐々に広がったといえる。
しかし既にこうした研修生受入れに対しては，研修生が実は研修を装った労働者受入れであると
いう指摘も出されていた。一般的に，人手不足に悩む中小企業は，人は欲しいが法律には触れたく
ない，しかし同じ条件に置かれた中小企業のうち，一部企業だけが研修生を受け入れるのは許せな
い，できるならば自分たちも研修生を受入れたいという要望が広がっていったのであろう。なぜな
ら当時中小企業から法務省に対して，どのような基準ならば研修生受入れ可能なのか，その基準を
明確化して欲しいという要請が数多く出された。その要請を受け1989年７月には「外国人研修生
にかかわる入国事前審査基準」が法務省入国管理局長名で発表された。
この基準によると，研修実施機関については公的機関以外の法人については，非常に具体的な基
準が11項目にわたる規定がある。そのうち，海外の合弁企業については以下のような規定である。
「研修生の受入れが海外における合弁企業若しくは現地法人設立に伴う要員養成を理由とするもの
については，合弁企業若しくは現地法人の設立が，当該国政府若しくはその他の公的機関により承
認されていること。又は提出された資料等により合弁企業若しくは現地法人の設立が確実であるこ
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とが認められること。」［伊藤欣治，1994：27－28］。すなわちこの基準から，第１にすでに将来の
現地法人設立見込みを前提に研修生受入れの申請が数多く入管に出されていること，そして第２に，
そうした申請対象となった現地法人のうちには，研修生受入れのためのペーパーカンパニーに過ぎ
ないものが存在している，という懸念が入管側に存在し，入管はそれをできるだけ排除したい意図
があったこと，が読み取れるだろう。
しかし入管側の懸念にもかかわらず，その意図せざる政策結果として，一旦，普遍的かつ合理的
な研修生受入れ基準が明確になれば，そこに新たに
4 4 4
研修生受入れ事業を開始できる見込みも生まれ
ることになる。ルールが存在すれば，ルールに従って合法的に行動が可能となるからだ。既に
1989年の改正入管法成立時点では，労働力としての研修生受入れが一般化してきていることが伺
われる。同年の研修生の新規入国者数は29,486人であり，３万人をわずかに下回るまでに増加した。
技能実習生度の基本的な性格づけが中小企業のイノベーションであったことを指摘したが，その
結果としてこの制度は常に政府の移民政策の意図を越えて発展し，制度の機能変化が起こるという
傾向を内在させている。設立当初の技術研修生モデルが技能実習モデルに，そして派遣型研修生モ
デルへと類型が変化した理由も，中小企業のイノベーションという設立経緯の中に見出されるであ
ろう。
最後にこの第１期の特徴を続く第２期，第３期と比べると，第１に研修生受入れにまだ国際交流，
留学の色彩が強い。中小企業にとってはこの外国人研修生受入れが，実質的には労働力受入れであ
ったとしても，建て前は「日中友好」を目的とする国際交流事業の一つであった。商業ベースで行
われる労働力移動とは異なる看板を掲げていた。そのため，研修生受入れの交渉にあたっても，研
修生用寮の管理人やコックに中国人を新たに受入れ組合が雇用する契約を締結せざるを得ない事例
がみられた。また研修生手当ての相場も，労働者ではないから当然，最低賃金を下回ったとはいえ，
また繊維業は低く，機械金属業は高いという現在の相場のままであったとはいえ，第３期の派遣型
研修生モデルが該当する現在以上の水準は確保されていた。
第２の特徴として，研修生受入れ事業に果たす公的機関の役割が大きかったことを指摘できる。
送り出し主体は中国側でも省政府，市などの公的機関が中心となっており，また受入れ側も県，市
などの地方自治体や商工会議所，商工会，業種団体などの公的機関を中心としていた。民間経済交
流のスローガンは存在しても，国をまたいでの交渉には，日本側も公的機関の後押しがなければな
かなかスムースにはいかなかったと思われる。また地方自治体側も，地場産業の存続のためには，
援助を惜しまないという姿勢があった。地方自治体の外国人対策の関心が，すでに受入れた在日ブ
ラジル人の生活配慮に傾注されている今日とは異なり，当時は地場産業の生き残りのために，外国
人労働者を研修生の形態で確保することが，地方自治体の主要な関心事であった。
こうして縫製，鋳造など一部の中小企業団体を中心に，政府機関受入れの技術研修生でもなく，
また大企業の企業単独側研修生受入れでもなく，中小企業が必要とする労働力を研修生として受入
れる方式が公的機関の支援を受けながら普及し始めたのである。
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４．第２期　技能実習生モデル期（1990～1999）
4−1　団体監理型研修の成立
この時期は，1990年の入管法改正に伴う研修生受入れ方式が変化したこと，そしてその結果と
して，初めて研修生受入れ人数が3万人を越えたこと，この２点で第１期と明確に区分が可能であ
る。
1989年に成立し，翌1990年から施行された改正入管法は外国人研修制度に大きな影響を及ぼした。
この法それ自体は，1980年代後半，外国人労働者が不法就労者として急増した事実を背景に，そ
の事実にふさわしく入管法を改正するものであった。具体的内容は，①不法就労者を雇用する雇用
主への処罰規定の新設，②日系中南米人の就労許可，③在留資格の整備であった。研修生の在留資
格は，こん入管法の改正によって従来の「技術研修生」が現在の「研修生」という形態に変わった。
すなわち，それ以前の「研修生」は特定の身分に対して付与された資格であるから，その研修生
の活動に関して制限は付されなかった。しかし，改正入管法では，「研修」は身分ではなくは活動
と規定され「研修活動」以外の活動を行なえば資格外活動と認定される。就労活動は資格外活動と
して入管法違反となることになったのである。改正入管法が不法就労者の削減を意図し，研修生の
労働力代替利用に歯止めをかけようとしたのである。
また法律では国会で承認されることが要件となるが，大臣告示ではその必要性がないため，その
告示というレベルで，1990年８月，法務大臣告示による「研修に係る審査基準の一部緩和」が発
表された。これは中小企業でも団体を組織すれば，研修生送出し国に現地法人を持つか否かに関わ
らず，研修生受入れが可能とする内容である。しかし受入れ人数には厳しい制限が付され，従業員
数20人未満の企業の場合は受入れ研修生３人以下であった。また研修生ビザの在留期間は１年間
しか交付されない。また研修が確実に実施されることを担保するために，受入れ職種に制限があり，
研修内容についても制限が付され，研修期間の１／3以上が日本語研修などの非実務研修に充てな
ければならなかた。これを団体監理型研修生という。
ここに初めて現在の技能実習制度に繋がる団体監理型研修生ルートによる外国人研修生受入れが
始まったのである。それ以前に，個々の中小企業団体が自らの創意と発案で開始したイノベーショ
ンとしての外国人研修生受入れ方法が，政府ルート，企業単独ルートに次ぐ，３番目のルートとし
て開始された。研修という内容も，当初の技術研修生の頃より薄れ，労働力確保の色彩が強まった
が，研修生であることには変わりはなく，在留資格の上でも，また研修手当ての上でも，労働者で
はないことは明白であった。そして法務大臣告示により晴れて公認された団体監理型研修生受入れ
事業は，結果とし国会の論議を経ないまま，すなわち移民政策の重要な一部であるという日本社会
の合意を得ないまま，なし崩し的に成立したのである。成立時に合意形成がなされていなかったた
めに，現在まで継続する技能実習制度への賛否両論が継続していることになる。
団体監理型事業実施の目的で1991年に財団法人国際研修協力機構（JITCO）が設立された。この
組織は研修生受入れ団体および受入れ企業が外国人研修生受入れ可能となるように書類作成，集合
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研修，技能検定などのサービスを提供する機関であると同時に，こうした機関が研修生受入れの規
則を遵守するよう指導するチェック機関でもあった。設立当初は，法務，労働，外務，通産省から
補助金が出され，職員が派遣された。その後，団体監理型研修職種の拡大に伴い，建設省，農水省
もJITCO支援省庁となった。農業分野でも1992年から農業研修生の受け入れが可能となったからで
ある。
事実上，団体監理型研修生受入れはほとんどこのJITCO経由でなされている。外国人研修生受入
れについては，送り出し国政府との折衝が不可欠であるから，個々の民間団体だけでは遂行しがた
い事業であり，JITCOのようなほとんど公的に近い団体4）に依存するほかはない，とりわけ外国政
府および現地企業に対するルートのない中小企業に対してJITCOの果たす役割は大きい。
4−2　技能実習制度の成立
団体監理型研修制度は新たな研修生受入れルートとして1990年から開始されたが，この制度自
体は受入れ中小企業にとって大きな難点があった。それは，個別研修生受入れ企業は，研修生受入
れに際して，宿舎の整備，技能指導員・生活指導員の選定・教育，研修生の往復旅費負担，研修生
選抜費用，その後の訓練費用，受入れ団体・送出し団体へ支払う管理費用などの諸経費が嵩み，研
修生手当ての水準は低くても受入れ費用総額は決して安価ではないからだ。確実に研修を実施して
いることを証明するための書類，入管関連の書類など，１人あたりおよそ40種類の書類を必要と
した。その結果，受入れ企業の要望は彼らの滞日期間を１年以上に延長して欲しいというものであ
った。
建て前上は，１年間では十分な研修効果が上がらないということであったが，実態は，受入れお
よびその後の研修に時間と費用がかかる団体監理型研修制度では研修生に投下した費用を回収でき
ない，かけた教育訓練費用を企業が回収できるように，より長期間勤続してもらいたいという受入
れ企業からの要望が増加した。研修生は，訓練後に就労可能になって初めて労働者として日本人と
同水準の賃金を稼げるようになるメリットを求め，同時に受入れ企業も一定の日本語能力を持ち，
職場の事情を理解する労働者として受入れ研修生を雇用できる，という労使双方にとってメリット
が模索された。
これが技能実習制度である。団体監理型研修制度に遅れること３年，1993年に受入れ職種17職
種でやはり法務大臣告示により成立した。技能実習制度は，１年間の研修後，１年の就労を「技能
実習」として認可した。しかし，就労が１年間ではまだ受入れ企業にとっては短い，実際に，研修
生に戦力として就労してもらうには技能実習期間を延長してほしいという要望が相次いだ。そして
1997年には実習期間が１年から２年に延長され，合計３年間の技能実習制度となった。またその
２年後の1999年には技能実習移行対象職種が55職種へと拡大した。このように，一旦，技能実習
制度が成立した結果として，今度は既に存在している技能実習制度を根拠として，研修生受入れ範
囲が拡大してきたのである。
50
4−3　技能実習制度の特徴
この時期の特徴は，合法的な事実上の単純労働者受入れ制度が整備されたことに尽きる。しかし
制度が整備されたにも関わらず，受入れ研修生数は４万人前後で推移した。これは1991年にバブ
ル崩壊により日本経済が不況期に突入し，人手不足が緩和したからである。この時期に前期と変わ
らず研修・実習生に依存していた企業は，景気動向という短期的な動向に左右されて，安価な労働
力として研修生・実習生を受入れたいという企業ではなく，産業構造上，景気動向如何にかかわら
ず若年者採用難の中小企業であった。言い換えれば，景気低迷期でも４万人前後の研修生へのニー
ズは存在していて，この人数は日本全体の失業率の変動とは無関係であり，高失業率であっても外
国人研修生・技能実習生の職種は日本人では埋まる見込みがないということを示している。特定業
種の特定企業が技能実習生を必要とし，かつ日本社会が外国人の定住化を望まないとするならば，
描ける将来像は技能実習制度の拡大という施策しかないのであろう。
この技能実習制度は法務大臣告示で設立された。法務大臣告示とは法務大臣の裁量によって出さ
れる類の命令であり，国会討議を経て成立する法律ではない。この告示により，事実上，単純労働
者が研修目的で入国し，その後，就労するルートが正式に開かれたのである。当時の日本の世論は，
外国籍単純労働者を受入れることの可否を巡って多くの議論がなされていたが，現実には，法務大
臣告示という形式により，広く日本社会の検討を経ないまま，単純労働者受入れの道が開かれたと
いってよいだろう。こうした告示が出た背景には，一方では正式に外国人単純労働者を受入れたい
という企業の要望と，できるだけ不法就労者を削減したいという不法就労者取締り側の法務省の要
望とが一致したとも解釈できる。
技能実習制度に対する企業の不満は，団体監理型研修制度と同じく，研修期間中の1/３の非実務
訓練であった。しかし技能移転という制度本来の趣旨を担保するための様々な制約，非実務訓練を
含む制約については，企業の不満が高いにもかかわらず，政府が死守するところであった。すなわ
ち，この技能実習制度が単なる低賃金，単純労働力の導入になることは日本の単純労働者，とりわ
け失業率が高い高齢者単純労働者を駆逐することが懸念されたからである。研修制度によって受入
れコストを高くすることは，この制度が単純労働労働力の導入制度となるために歯止めをかけるこ
とになるからであった。
したがって，技能実習制度はそもそもその設立目的からしても，相反する両立しがたい目的を担
わされた矛盾した制度であったといえる。一つは，団体監理型研修制度としてある程度，合法的に
外国人単純労働力を導入するルートを開いて，不法就労者の増加を防ぐ目的である。他の一つは，
しかしながら外国人研修生・実習生が日本の単純労働力に代替されることを防ぎ，研修生入国者数
を制限することである。その制限の主な方法は，企業の受入れ人数制限，受入れ可能職種の制限，
滞在期間の制限，一定期間のoff-JTの強制などであった。
佐野哲は，この技能実習制度について，「技能移転」という大義が制度上，必ず必要であると主
張している［佐野，2002：114-116］。すなわち，受入れ外国人の定住化を防ぎつつ彼らが帰国する
ことを強制するには，「技能・技術移転」とそれによる「国際貢献」という制度目的があれば，外
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国人の一時的受入れ，ローテーション方式による「受入れ国側のエゴ」という非難を避けることが
可能であるという。帰国担保を受入れ団体の責任に帰する技能実習制度は，一時的受入れ方式とし
て矛盾はあるがよくできた制度であると佐野は評価している。確かに，一方に不法就労者の増大，
他方に技能実習制度の導入という選択肢をみると、この制度の導入は必然でもあった。しかしそれ
が何をもたらす結果となったか，ローテーション方式が本当に受入れ国のエゴか，について，最後
に検討したい。
５．第３期　派遣型実習生モデル期（2000～現在）
5−1　技能実習制度の農業・水産業分野への拡大
第３期を派遣型実習生モデル期と命名したが，こうした派遣型実習生という用語は語義矛盾があ
り，公的な文書では使用されない。仮に行論上，そう名づけたものである。技能実習生は制度上，
送り出し国で技能実習移行指定職種で働いている者が，同一職種の研修を受けるために来日するの
であるから，派遣ということは現実にはあり得ない。しかしながら，この第３期になると，研修生
もまた受入れ企業も３年間の期限付き雇用機会としてこの技能実習制度を見なし，派遣社員受入れ
と同様の利用方法が広がってきたため，ここでは敢えてこの時期の特徴を際立たせるために，派遣
型実習生モデルという用語を使用した。
まず，この時期を画する事実として，第１に指摘すべき事実は，受入れ研修生の人数に顕著な増
加が見られることである。1982年に入国研修生は１万人以下であったが，2000年には５万人を超え，
2007年には10万人を超えた。著しい増加である。
他方，こうした増加の結果であり，原因でもあるが，技能実習制度の対象となる範囲が従来の製
造業中心から，農業，水産業へも拡大した。すなわち，2000年には技能実習移行対象職種が施設
園芸，養鶏，養豚，加熱性水産加工食品製造，非加熱性水産加工食品製造にも拡大し，翌2001年
にはここに畑作・野菜，酪農が追加された。農林水産業における研修生受入れは1992年から認め
られていたが，技能実習制度の対象となることにより，滞日期間が一挙に３倍に延びたので，利用
者も増加傾向にある。農業分野での研修生は，2006年度で5,445人，全体の8.8%であり，業種別に
は突出していないが，農作業者が技能実習制度の対象となったことは技能実習制度制度全体の変質
を象徴しているのではないか。
そのように考える理由は以下のとおりである。農業であれ水産業であれ，両者は自然を相手にし
て就労する分野である。農業の場合は，気温，土質，季節変化，農産物の種類，などそれぞれの国
の置かれた地理的環境と長い間に形成された食習慣と食文化に左右される。また水産業も，漁場の
有無，漁獲される魚の種類，加工方法などそれぞれの国に固有のものがある。その分野に，製造業
と同様の概念である技能移転を目的とした研修生を受入れる，という事実は研修目的が名目に過ぎ
ないことを知らせていることになろう。
さらに，各国の外国人一時受入れ制度を見た場合，その典型は農業作業者であり，季節労働者と
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して低熟練職種の典型職種となっている。農業では収穫期にのみ大量の労働力を必要とするという
業種特性によって，一時的労働者を受入れることが不可避となっており，今日でも，アメリカ，イ
ギリス，ドイツ，メキシコ，カナダ，スペインでは外国人季節労働者の一時的受入れ制度を持って
いる。世界的に外国人農業労働者については一時的受入れが一般的であるにもかかわらず，この分
野に技術移転を目的とする技能実習生を受入れてよしと判断することは，技能実習制度全体の目的
が字義通りではないことを示すことにはならないだろうか。
一方，受入れ農家についても技能実習制度は必ずしも理想的ではない。家族経営で農業を行う場
合は，農閑期はそれなりに骨休めをする，あるいは出稼ぎに行くことができた。しかし，技能実習
生を受入れて毎月賃金を支払うようになると，実習生を農閑期に休ませてはおけない。栽培品目を
変更し，年間を通じて農作業が絶えないような工夫が必要とされる。休漁期のある漁業の場合は，
冷凍魚や他の港から魚を買って水産加工を継続している。技能実習制度が年間を通じて作業が行わ
れる製造業主体で設立されたために，これまでの農林水産業の実態とは必ずしも合致していない。
技能実習制度における農業水産業分野への拡大は，技能実習制度そのものの変質を端的に示して
いよう。
5−2　異業種組合の増加
農業水産業分野への拡大と共に，第３期を特徴づける傾向は，受入れ団体に異業種組合が増加し
たことである。第１期の技術研修生モデルでみたように，外国人研修生受入れ制度はそもそも，人
手不足の労働集約型産業における中小企業組合の自主的取り組み事業であった。若年者不足に悩ん
でいたために，「技術研修生」という枠組みをそのままに研修生という名目で労働力を確保したの
である。
しかし一旦，技能実習制度という確固とした制度が成立すると，今度はこの制度を「安定した３
年間の労働者供給モデル」と読み替え，人材派遣と同様に，技能実習制度を商売とする人たちが登
場した。同じく団体監理型研修生であっても，既に存在する同業種組合が会員企業のニーズのため
に新たに受入れ団体を設置する場合と，研修生受入れを目的として団体を結成し，新たに会員を募
るのでは団体の目的が異なる。後者の場合は，異業種組合と呼び，技能実習対象職種を抱える企業
ならば企業からの要請に応じてどこにでも研修生を送りこむサービスを事業内容としている。技能
実習制度のビジネス化であり，この場合，異業種組合は人材斡旋・派遣を行う企業と何ら変わりが
ない。
異業種組合を設立した人の経歴は多様であるが，いくつかの類型は見られる。一つは，自社で研
修生受入れを行っているうちに，研修生受入れて製造業や建設業を営むよりも，研修生受入れ事業
そのものの方が利益が上がると見込んで，受入れ事業を起業した例がある。他の場合は，従来から
人材派遣業を事業内容としていた企業が，派遣先工場から日本人，在日ブラジル人以外に，研修
生・実習生の派遣も求められたことをきっかけとして，派遣者の種類に研修生・実習生を加えるた
めに，新たに組合を設立した事例である。その他，中小企業への福利厚生サービス事業の一環とし
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て，研修生派遣を事業内容とした組合もある。いずれも，研修生受入れは事業であるから，利益を
生む必要がある。要するに，技能実習制度が人材派遣業の一部と重なり合うようになり，ブローカ
ーの介在が見られるようになったのである。
5−3　派遣社員化した研修生・実習生
研修生・実習生が派遣労働力として扱われるようになった背景には，日本の企業が正社員から非
正社員の雇用へとその従業員構成をシフトするようになったことも指摘できる。正社員の雇用が賃
金保障の上でも，雇用保障の上でも重荷となった企業は，派遣，請負といった雇用形態で非正社員
の雇用を増加させていった。1990年代の不況期を通じて，製造業は自社の事業内容を外部委託し，
その結果として非正社員も増加し，2007年度では就業者に占める非正規就業者の割合は35.5%に達
した5）。そして，そうした非正社員を派遣する業務請負業，人材派遣業が不況期に拡大し，景気回
復後も新しい事業分野として日本の産業構造の中に定着した。
労働市場全体がこのように派遣労働者の比率を高めていく傾向の中で，技能実習制度もその影響
を免れない。日本社会はこれまで研修生・実習生を外国人労働力として考えてきたのであるが，新
たに派遣労働者の一形態，一時的労働者として位置づける利用方法が生じてきたのである。日本人
が集まらないから外国人労働者に依存するという位置づけだけでなく，派遣などの一時的労働者を
雇用するために，研修生・実習生を受入れるという位置づけである。こうした研修生・実習生の位
置づけならば，彼らを受入れる企業は人手不足の中小企業には限定されない。製造現場で多数の派
遣・請負社員を雇用する大企業でも，研修生・実習生の受入れを行う傾向が見られるようになった。
これは，大企業は企業単独型研修生を受入れに限定されていた第２期以前には見られなかった新し
い傾向である。研修生受入れを事業内容とする異業種団体は，企業を対象に営業活動を行い，外国
人研修生・実習生への新たな需要を呼び起こしている。企業もまた新しい派遣労働者の給源として
研修生・実習生を試しているのである。
5−4　研修生・実習生受入れ企業の事例
派遣型実習モデル期と名付けた第３期の特徴である，農業水産業分野への拡大，異業種組合の増
加，研修生・実習生の派遣社員化という特徴は以下のヒアリング事例からも読み取れる。
表１は，2004－05年度に筆者が訪問した企業リストである。製造業の場合，外国人受入れが
1989年と古い企業（Ｂ社）が存在する一方，2005年から新たに研修生受入れを試みた企業（Ｄ社）
が存在している。異業種組合の熱心な営業活動の成果として，従来からの中高年女性パートタイマ
ーに加え，新たに若年女性の中国人研修生を受入れた。研修生は古参従業員である日本人パートタ
イマーから，材料準備，加工機械への部品の挿入と取り外し，簡単なプレス機械操作などを習得し
ている。他方，Ｅ社は一部上場の大手企業の一事業所である。在日ブラジル人は請負社員として既
に1990年から雇用しているが，研修生・実習生も2003年から新たに受入れた。これは，在日ブラ
ジル人と研修生・実習生との間で非正規社員の雇用のポートフォリオを考慮した結果である。すな
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わち，前者は残業可能であるが離職率は高い，後者は残業ができず非実務研修が必要との制約はあ
るものの，３年間の受入れ・雇用確保は予想可能である。したがって非正規社員の外国人労働者を
すべて在日ブラジル人とせずに，研修生・実習生をそこに含むような労務方針を立てたようである。
ここでは第１期にみられたような人手不足から外国人研修生に依存するという図式は見られない。
外国人労働者受入れ制度間の差異と，それによってもたらされた労働力の特質を前提に，自社の雇
用する労働者の質とコストのバランスを図っているといってもよいであろう。
研修生の派遣社員化とは，技能実習制度が設立された当初の，労働力不足のための労働力代替と
しての研修生受入れから，派遣労働者の一つ供給源としての研修生受入れへと変化したことを意味
していよう。不法就労対策と中小企業の人手不足対策として設立された制度が，当初の目的，当初
の政策意図から乖離した実態へと変化したことがこのＥ社の事例から読み取れる。
農業水産部門では，従業者２人（夫と妻）の一農家で５人の研修生・実習生を受け入れている
（Ｊ法人）事例があり，彼らが主要な労働力となっていること，また既に20年以上も，当初は不法
就労外国人として，現在は研修生・実習生として外国人労働者を受入れてきた経緯があることが知
られる。またL組合では研修生・実習生の受入れ期間はまだ5年間に過ぎないが，Ｅ社と同様に，
在日ブラジル人と研修生・実習生との間で雇用のポートフォリオが考慮されていることがわかる。
以上，表１の企業は農業水産業部門を除き，特に異業種組合や派遣社員化の仮説を立ててヒアリ
ングを行ったわけではないが，期せずして第３期の派遣型実習生モデルが浮かび上がってきたので
ある。制度設立後20年内外のうちに，制度が果たす機能がここまで変質したということになろう。
5−5　研修生・実習生の派遣化の背景
新たな派遣労働者として研修生・実習生が考えられるようになった背景には，第１に，従来の在
日ブラジル人の供給源が枯渇してきたからと思われる。日系人を日本社会に労働力として受入れて
から20年近く経過すると，当初に来日した人たちは労働市場から引退し始めている。しかし，日
系４世の受入れは現在の入管法体制下では認められていない。さらに，ブラジル経済の近年の発展
は著しく，わざわざ日本の出稼ぎに来なくても国内で雇用機会が見つけられるようになった。その
結果，現在の在日ブラジル人の多くは，リピーターとしてブラジルと日本の往復を繰り返しており，
将来にわたっての追加労働力が見込まれない。在日ブラジル人に代わる新たな給源が必要とされる
ようになったのである。　
研修生・実習生が注目されるようになった第２の背景には，企業にとって彼らが在日ブラジル人
にはない魅力あるからだ。すなわち，３年間彼らが移動しない，移動できない
4 4 4 4
という点である。同
じく派遣・請負社員である在日ブラジル人の場合は，転職の自由があるために，さらに斡旋仲介料
を取る派遣会社が転職を強制することがあるために，定着率が低い。しかし，研修生・実習生の場
合は，研修目的であるために，３年間同一企業で研修，実習することが大前提である。実質的には
３年間の雇用契約であると考えてよく，そのため企業にとっては人員計画を見込める安定した労働
力なのである。
56
ところが，３年間であれ，１年間であれ，転職できないということ，労働移動の自由がないこと
は，労働者としての基本的権利が保障されていないという意味でもある。P.MartinはILOの文書中
［Martin, 2007］，「世界的に移民の一時的受入れが拡大しつつある今日，こうした制度がどのよう
に移民の権利を侵害しないで済むかその方法を検討する必要性がある」と主張している。そして，
移民の一時的受入れは構造的に労働移動を制約せざるを得ないが，労働移動が制約されていること
によって移民に対して契約上の隷属性がもたらされる。契約破棄をすれば解雇となり，帰国しなけ
ればならないという仕組みの一時的受入れ制度それ自体，移民の地位を非常に不利なものにしてい
ると警告する｡ すなわち，労働者が自分の権利を主張するための最適手段は労働移動の自由の中に
あるのに，退職する自由がない場合，労働者の基本的自由がなく，辞める自由が存在するという点
では，一時的受入れ労働者よりも不法就労者の方が恵まれている場合さえあるという。
技能実習制度が企業にとってもつメリットは，とりもなおさず，労働者としての技能実習生にと
っては大きな足枷となっているということになる。移民の一時的受入れ制度に関しては，どの先進
国も労働移動の自由を認めていないことは確かであるものの，「一時的（temporary）」という言葉
から連想するには，３年間は長期的にすぎるであろう。
5−6　送り出し国の労務派遣制度の拡充
第３期に研修生数が急増した理由は，送り出し側にも技能実習制度についての認知が広がり，送
り出し体制の整備が見られたことも指摘できる。団体監理型受入れ研修生の８割が中国から来日す
るので，その中国の送り出し団体について簡単にふれておこう6）。中国では労務輸出と呼ばれる労
働者派遣事業が民間事業として拡大し，日本への送り出し人数は2003年から2006年まで毎年10%以
上の増加した。2006年度に日本へ団体監理型研修生として新規入国した人数は55,811人であった。
送り出し機関も増加し，またそれに伴う名義貸し，偽造書類作成，労働契約の不在などさまざまな
法律違反が目立ってきたために，2002年にはこうした民間派遣業者を取り締まる法律が施行され
ている7）。たとえば，事業設立に伴い必要とする資本金額の下限を定めて，悪質な送り出し業者の
参入を防ぐ措置を定めると同時に，海外での人身事故などに対しての各種保険制度の導入を義務付
けている。
さらに，中国政府および地方政府が国内，国外を問わず労働者派遣事業を推進していること，そ
の結果として日本への研修生派遣事業もまた拡充していることも銘記されねばなるまい。労働者派
遣事業は研修生の需要側である日本でも拡大しているが，供給側である中国でも中国特有の事情で
推進が図られている。その背景には，現在の中国の雇用政策の転換がある。すなわち中国では
1978年の改革開放政策実施後，現在は国有企業から流出した下崗人員（レイオフされた人），農村
部から流出した農民工の就職先を確保しなければならず，そのために「フレキシブルな就職」とし
て労働者派遣事業が積極的に提唱されたのである8）。また同時に，労働者派遣を派遣労働者の保護
を行ないつつ推進していくために，2008年１月１日に施行された労働契約法では，労働者派遣を
容認し同時に法律上の規制を設けた。こうして一定のルールを示しつつ，実態としての派遣労働を
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推進していこうという雇用政策の下で，中国の派遣事業は拡大しつつある。その結果，各地方政府
も労働者派遣元企業を設立しており，またその優遇政策を打ち出している。日本への送り出し団体
も，大きな組織の場合，形式上は民間企業の形態ではあるが，出資の上から，また経営幹部の出身
元の上からも，地方政府とのつながりで成立している事例が少なくない。
こうした中国側派遣企業のうち，大手の場合は日本に駐在事務所を持っている。その仕事内容は，
派遣研修生受入れ企業を開拓する営業活動を行って新規マーケットを拡大すると共に，送り出し研
修生・実習生の日本での生活適応援助，逃亡防止などの業務を行っている9）。駐在事務所の数はそ
の送り出し規模に応じて１－３か所，駐在員の人数も１－３人で決して多くはない。この人数で，
日本の受入れ団体，受入れ企業とコンタクトをとりつつ，送り出し研修生・技能実習生の労務管理
を行っている。たとえば大連国際合作股份有限公司では延べ3000人の研修生・実習生の管理を2名
の駐在員で管理しており，駐在員は日本全国に散らばる受入れ先企業を定期的に巡回するほか，問
題が発生して研修生・実習生からの相談の電話があった場合は，その企業へ出向いて問題解決を行
っている。日本の受入れ企業は，送り出し団体に属する人の顔が見えることにより安心して受入れ
を行なえると同時に，研修生・実習生も，本国及び自分の実家の事情をよく知る送り出し団体駐在
員の説得には納得する，あるいは納得せざるを得ないことが多く，派遣に伴うトラブルの発生を未
然に防止している。
送り出し国側に労務派遣制度が拡充した理由は，日本以外の受入れ国もまた受入れを拡大してき
ているからである。韓国，台湾，シンガポール，香港は日本と並んで外国人労働力を受入れている
が，とりわけ韓国が単純労働者受入れに踏み切った影響が大きい。韓国は日本の技能実習制度に倣
って外国人産業研修制度を1993年に，その後2000年にその制度を改めて研修就業制度を導入した。
しかし逃亡者が相次ぎ不法就労者増加の原因となったために，結局2004年から雇用許可制度を導
入した。これは正式に単純労働者を受入れる制度で，雇用契約は１年，滞在期間は最長３年，就労
先は固定されている。
こうした制度ができれば，労働者海外派遣企業は，数か国にまたがって多くの派遣先を持つこと
が可能となる。日本の技能実習制度の場合も，中国による労務派遣事業にとっては一つの派遣先に
過ぎないのである。派遣先国をいくつか持つことは，派遣事業にとってはリスク分散となるので経
営上重要であり，日本も派遣受入れ国の一つとして重要な国と考えられている。
こうして受入れ側，送出し側の制度が整備，拡充したことにより，研修生送出し・受入れ事業が
スムースに行われるようになったことが，受入れ研修生のニーズを高めたと言えるのではないか。
技能実習制度の日本社会への定着が完成段階になったと結論づけられる。
5−7　研修手当の低下
技能実習制度が日本社会へ定着するに伴い，外国人研修生の平均月額が低下している。団体監理
型研修生の平均研修手当月額は，1997年は85,567円であったが，2006年は63,800円であった。一方，
労働者である技能実習生の月額賃金は，最低賃金という歯止めがかかっているために，その下落率
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は僅かである（図４参照）。しかし，技能実習生の賃金水準そのものは日本人と比較しても低い。
国際研修協力機構（JITCO）調査によれば，技能実習生の平均賃金は2006年度男性12.3万円，女性
11.5万円，男女合計で11.8万円であった。他方，厚生労働省 ｢賃金構造基本統計調査」によれば，
製造業の生産労働者20～24歳の2006年６月分現金給与総額は，男性19.6万円，女性16.4万円であっ
た。
なぜ研修手当がこのように低下したか。これは推測の域を出ないが，次のように考えられる。一
つは団体型研修生に占める女性の比率が高まったことである。縫製業，食品加工業を典型に女性雇
用者が多い産業は伝統的に賃金水準が低く，女性比率の増大が結果として研修手当を押し下げてい
る可能性が高い。団体監理型研修生に占める男女比は1997年には女性9,223人に対して男性18,788
人で男女比はほぼ２：1であったが，2001年には逆転して，2006年では男性30,754人，女性37,550
人で男女比は45.0%：55.0%となっている。
図４　研修生手当，実習生賃金，最低賃金の比較
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資料：JITCO白書および厚生労働省資料 
引用：［衆議院調査局，2008：52，62］より作成，
注）技能実習生への平均基本給データは 1999 年以前のデータはない。時間外手当，休日手当等は含まれず，
食事手当があればここに含まれる。
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第２の要因として，派遣研修生・実習生の労働市場が供給増加により，競争が激化，手当の下落
が起きたという労働力の需給状況の変化を指摘できる。送り出し機関が整備・拡充したことで，研
修生の供給がスムースになったが，他方，送り出し団体ごとに競争が激化して研修手当に値引きが
もたらされたという考え方である。中国送り出し団体の駐日事務所でのヒアリングでは，受入れ企
業をお客様として位置づけ，「もちろん研修手当の増加は望ましいが，受入れ団体，受入れ企業か
らの値引き要求に応じないと，ビジネスチャンスを逃してしまう」と説明がなされた10）。実習生賃
金については最低賃金が適用されるので賃金交渉外におかれているが，それだからこそ，法の規制
のない研修手当部分での交渉が重要となっているのである。送り出し側も，受入れ側も，また研修
生・実習生自身も，来日は３年間を単位として考えているために，研修手当，実習賃金すべてを含
んだ日本への出稼ぎ収入ないしは研修生受入れ経費として便益費用が考慮されているのである。そ
の結果実習賃金だけを最低賃金による規制対象としても効果は低くなるであろう。
６．一時的外国人労働者受入れ制度の定着
技能実習制度はその初期の団体監理型研修生制度から数えると，ほぼ20年を経過した。この過
程で，技術研修生から出発した研修生制度は，制度化を経ることにより徐々に外国人労働力の一時
的受入れ制度としての色彩が強まったといえる。現在，先進産業国は高齢化と若年労働力不足から，
発展途上国への人材に依存せざるを得ない段階に達している。とりわけ日本は既に世界第1の高齢
社会となっており，外国人の受入れなしには将来の労働力確保に不安がある。しかしながら，一時
的外国人労働者受入れ制度というものは，外国人労働者を一時雇用という形態に押し込めること，
自国民にはない職種制限，労働移動制限を強制するものである。すなわち，この制度を公的な制度
として承認した国家そのものが自国民と外国人との間に存在する基本的なな労働者としての権利の
差異を承認している制度である。
日本の技能実習制度もこうした性格を免れる類のものではない。外国人労働者の一時的受入れが
一国の産業維持のために不可欠とするならば，労働力受入れであることを前提に，技能実習制度の
研修期間を廃止し，技能実習生に対して労働者保護措置などの実施が必要とされよう。そしてこれ
は2009年度に国会で審議予定の入管法改正の方向でもあり，既にその改革は始まったといってよ
いだろう。
最後に西欧の経験との比較をしておこう。移民受入れの歴史が長いヨーロッパ諸国では，外国人
政策について政策意図と結果の乖離現象が見られるという指摘がなされている［梶田，2001］。そ
の上で梶田は政策意図と結果の乖離現象を日本の移民政策に当てはめ，90年入管法によって日系
人労働市場が成立したことを指摘し，その事実を日本の外国人政策の乖離と論じた。それでは本稿
で検討した技能実習制度はどのように位置づけられるだろうか。
技術移転という大義が基本的には大義である続けるという点は改めて述べるまでもないが，技能
実習制度を不法就労対策としての合法的な一時的外国人受入れ制度としてみた場合でも，既にその
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目的と実態との乖離は明らかであった。これが技能実習制度定着過程の第1期，第２期の主な乖離
であり，いわば大義と実態との間の乖離であった。ところが，第３期は人手不足時期の不法就労対
策という目的からもはずれ，技能実習制度の実態は新たな単純労働力の供給源となってしまった。
フランス，イタリア，スペイン等の南欧諸国では非正規外国人労働者の正規化措置が，却って将来
の正規化を期待する非正規労働者を増加させたという事実が存在する。日本の場合も，技能実習制
度によって合法的な研修生・実習生受入れ制度が整備されればされるほど，その制度を前提に新た
な外国人労働力への需要が発生したという事実を指摘できよう。一言で表わすならば，「研修生労
働市場」の成立である。
技能実習制度，あるいはその前身たる外国人研修生制度という枠組みは20数年を経て今や日本
社会に構造化され，定着していると判断できよう。したがって今後もこの制度に一定の手直しを加
えながら，外国人の一時的受入れ制度として維持していくことの方が，もっとも人々が支払う社会
的コストが少ないであろう。確かに日本社会への外国人単純労働力の導入に関しては未だ社会的合
意形成がなされていない。この現状では，従来の枠組みを手直ししてその弊害を小さくするという
方法の方が現実的であり，新たな制度設計よりも不安定さは少ないかもしれない。もちろん，現在
の技能実習制度が技術移転の制度としても，外国人労働者受入れ制度としても不安定でありことは
既に指摘したとおりである。
外国人受入れについてはその10年後，20年後の展望を政治家も政府も経営者団体も，また種々
の外国人受入れ規制に縛られる企業も確固として語ることができない。そこに移民政策の難しさが
横たわっており，この点では，西欧諸国も日本も例外ではないと思える。10年後，20年後の日本
社会は外国人受入れを多様な形態で実施せざるを得なくなっているであろう。外国人研修・技能実
習制度はその時，日本の外国人受入れ制度の先駆的形態として位置づけられるのではないだろうか。
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〈注〉
１） 厚生労働省による「外国人雇用状況報告（2006年度６月１日現在）は，49人以下事業所では一部，50
人以上規模事業所については全事業所を対象にしている。そのようなサンプル構成ではあっても，99
人以下規模事業所で雇用されているのは直接雇用外国人労働者の22.3万人のうちの29.1％，間接雇用
外国人労働者16.7万人のうちの22.1％であり，残りの７～８割は100人以上規模で雇用されている。
２） JICA（Japan International Cooperation Agency）国際協力機，AOTS （Association for Overseas Technical 
Scholarship）海外技術者研修教会，JAVDA （Japan Vocational Ability Development Association）中央職
業能力開発協会，ILO（International Labour Organization）日本ILO協会などである。
３） 当時，商工会議所職員として中国からの研修生受入れ事業を担当した人へのヒアリングによると，日
本政府の関連部署にパスポート発行に関わる問い合わせをした際に，パスポート所持者が若年中国女
性ばかりであったので，彼がまるで売春斡旋業者であるかのような応対を受けたとそうだ。外国人研
修生の受入れという事業は，当時にあっては出入国関連の公的機関であってもそれだけ稀であったと
いうことであろう。
４） 2006年度決算でみると，総収入30億5925万円のうち，補助金8,830万円，政府からの受託金収入4億
9,401万円であった（『JITCO白書2007年度版』」。ほぼ２割に相当する。設立当初の1995年では総収入
23億円，補助金，受託金は約12億円であったから，決算で見る限り政府からの独立度が近年は高くな
っていることがわかる。
５） 就業構造基本調査で男女別に非正規就業者の割合をみると，1992年→2007年にかけて，男性は
9.9%→19.9%，女性は39.1%→55.2%と大幅に増加した。また同調査によれば，労働者派遣事業所の派
遣社員は，2002年度720千人であったが，2007年には1,608千人へと倍増している。
６） 詳しくは，［上林，2007］参照のこと。
７） この法は，「海外雇用斡旋活動に関する管理規制」と呼ばれている。Ma Yongtang （2006），“Country 
Report: People’s Rrepublic of China” p.10を参照のこと。2006年２月17日東京で行われたJILPT国際ワ
ークショップ「アジアにおける人の移動と労働市場」に提出されたペーパーである。法の詳細な内容
は，IOM（2003）Labour Migratioｎ in Asia, International Organization for Migaration, pp.115-121に
英訳が記載されている。
８） ［鄒庭雲，2009：44-47］による。
９） 中国側送り出し団体の大手組織で年間ほぼ1000人の研修生を送り出している大連国際合作股份有限公
司の駐日本事務所代表へのヒアリング（2008年７月17日）と，日本への研修生送り出しを1989年から
開始している歴史が長い中国対外友好合作服務中心の駐日本事務所代表（2008年７月24日）へのヒア
リング結果による。法政大学社会学部教授田嶋淳子氏と２人で伺った。
10） 注９）と同じヒアリングによる。
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